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（公印・契印省略） 

諮 問 第 ３ １ ９ ７ 号 

令和７年６月１３日 

情報通信行政・郵政行政審議会 

会長 相田 仁 殿 

総務大臣 村上 誠一郎 

諮  問  書 

基礎的電気通信役務支援機関である一般社団法人電気通信事業者協会

から、令和７年６月３日付けＴＣＡ支－410により、電気通信事業法

（昭和59年法律第86号。以下「法」という。）第116条において読み替

えて準用する法第79条第１項の規定による支援業務規程の変更について

の認可の申請があった。 

変更に係る記載事項について審査した結果、電気通信事業法施行規則

（昭和60年郵政省令第25号）第40条の２の６に定める事項として適当な

ものであると認められるため、法第116条の規定において読み替えて準

用する法第79条第１項の規定により認可することとしたい。  

このことについて、法第169条第１号の規定により諮問する。 
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申請概要

１ 申請者 

一般社団法人電気通信事業者協会（会長 髙橋 誠） 

２ 申請年月日 

  令和７年６月３日（火） 

３ 概要 

【申請理由】 

基礎的電気通信役務支援機関（以下「支援機関」という。）である一般社団法人

電気通信事業者協会が、総務省令（注）で定める支援業務の実施に関する事項を定

めた支援業務規程について、電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号）第 116条

において読み替えて準用する法第79条第１項の規定による変更の認可を受けよう

とするもの 

（注）電気通信事業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号。以下「施行規則」という。）

第 40条の２の６ 

【変更内容】 

第二号基礎的電気通信役務の提供に係る第二種交付金及び第二種負担金算定等

規則（令和７年総務省令第 16号）及び電気通信事業法施行規則等の一部を改正す

る省令(令和７年総務省令第17号）が令和７年４月１日に施行されたことに伴い、

第二号基礎的電気通信役務（ブロードバンドのユニバーサルサービス）に係る支援

業務のうち、同令において新たに規定された第二種交付金の額及び第二種負担金

の額の算定方法等を追加するほか、所要の規定を整備するための支援業務規程の

変更を行うもの。 
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審査結果 

支援業務規程の変更の認可申請についての審査結果は次のとおりであり、いずれも電気通信事業

法施行規則（昭和60年郵政省令第25号。以下「施行規則」という。）第40条の２の６各号で定め

られた支援業務規程への記載事項として適当なものであると認められることから、申請のとおり認

可することが適当と認められる。 

審 査 事 項 
審査 

結果 
事  由 

１ 支援業務を行う時間及び休日に関す

る事項（施行規則第 40 条の２の６第１

号） 

適
 変更内容がなく、必要な事項が引き続

き記載されていることから適当なもので

あると認められる。 

２ 支援業務を行う事務所に関する事項

（施行規則第40条の２の６第２号） 
適 

 変更内容がなく、必要な事項が引き続

き記載されていることから適当なもので

あると認められる。 

３ 支援業務の実施の方法に関する事項

（施行規則第40条の２の６第３号） 
適 

変更内容は、 

 令和７年４月１日に施行された第二

号基礎的電気通信役務の提供に係る

第二種交付金及び第二種負担金算定

等規則（令和７年総務省令第 16号）

（以下「第二号算定等規則」という。）

において新たに規定された内容を反

映するものであること

 令和７年４月１日に施行された電気

通信事業法施行規則等の一部を改正

する省令（令和７年総務省令第 17

号）（以下「改正省令」という。）の

内容を反映するものであること

 規定の整備であり、変更前の規定の

内容と実質的な相違はなく、引き続

き必要な事項が記載されていること

から、支援業務の実施の方法に関する事

項として適当なものであると認められ

る。 

４ 交付金の額及び負担金の額の算定方法

に関する事項（施行規則第40条の２の

６第４号） 

適 
変更内容は、 

 令和７年４月１日に施行された第二

号算定等規則において新たに規定さ

れた内容を反映するものであること

 規定の整備であり、変更前の規定の

内容と実質的な相違はなく、引き続

き必要な事項が記載されていること

から、交付金の額及び負担金の額の算定

方法に関する事項として適当なものであ
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ると認められる。 

５ 交付金の交付及び負担金の徴収の方法

に関する事項（施行規則第40条の２の

６第５号） 

適 
変更内容は、 

 令和７年４月１日に施行された第二

号算定等規則において新たに規定さ

れた内容を反映するものであること

 規定の整備であり、変更前の規定の

内容と実質的な相違はなく、引き続

き必要な事項が記載されていること

から、交付金の交付及び負担金の徴収の

方法に関する事項として適当なものであ

ると認められる。 

６ 支援機関の役員の選任及び解任に関す

る事項（施行規則第 40条の２の６第６

号） 

適 
変更内容は、 

 令和７年４月１日に施行された改正

省令の内容を反映するものであるこ

と

 規定の整備であり、変更前の規定の

内容と実質的な相違はなく、引き続

き必要な事項が記載されていること

から、支援機関の役員の選任及び解任に

関する事項として適当なものであると認

められる。 

７ 支援業務諮問委員会の委員の任免に関

する事項（施行規則第 40条の２の６第

７号） 

適 
変更内容は、 

 令和７年４月１日に施行された改正

省令の内容を反映するものであるこ

と

 規定の整備であり、変更前の規定の

内容と実質的な相違はなく、引き続

き必要な事項が記載されていること

から、支援業務諮問委員会の委員の任免

に関する事項として適当なものであると

認められる。 

８ 支援業務に関する秘密の保持に関する

事項（施行規則第40条の２の６第８

号） 

適 
 変更内容は規定の整備であり、変更前

の規定の内容と実質的な相違はなく、引

き続き必要な事項が記載されていること

から、支援業務に関する秘密の保持に関

する事項として適当なものであると認め

られる。 

９ 支援業務に関する帳簿及び書類の管理

に関する事項（施行規則第40条の２の

６第９号） 

適 
変更内容は、 

 令和７年４月１日に施行された改正

省令の内容を反映するものであるこ

と

 規定の整備であり、変更前の規定の

内容と実質的な相違はなく、引き続

き必要な事項が記載されていること
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から、支援業務に関する帳簿及び書類の

管理に関する事項として適当なものであ

ると認められる。 

10 その他支援業務の実施に関し必要な事

項（施行規則第40条の２の６第10号） 
適 

 変更内容がなく、必要な事項が引き続

き記載されていることから適当なもので

あると認められる。 
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基礎的電気通信役務支援業務規程の一部改正に係る認可申請書 

ＴＣＡ支-４１０ 

令和７年６月３日 

総 務 大 臣 

村上 誠一郎 殿 

一般社団法人 電気通信事業者協会 

会長  髙橋 誠 

電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１１６条第１項において準用す

る同法第７９条第１項後段に規定する支援業務規程の変更の認可を受けたいの

で、電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政省令第２５号）第４０条の２の７

第２項の規定により、下記のとおり別紙書類を添えて申請します。 

記 

１ 変更しようとする事項 

別紙のとおり 

２ 変更しようとする年月日 

令和７年７月１日 

３ 変更の理由 

別紙のとおり 

別添 
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１ 変更しようとする事項（傍線の部分は改正部分） ３ 変更の理由 

改正案 現行 

令和５年６月 16 日施行の「電気通信事業

法の一部を改正する法律（令和４年法律第 70

号）において、これまでの電話の基礎的電気

通信役務を「第一号」基礎的電気通信役務と

位置付けるとともに、新たにブロードバンド

サービスの基礎的電気通信役務を「第二号」

基礎的電気通信役務と規定し、法第 107 条第

２号に、第二号基礎的電気通信役務に係る支

援機関の業務が追加された。 

その後、令和７年４月１日に、新たに追加

された第二号基礎的電気通信役務の交付金・

負担金の算定方法等を定めた第二号基礎的

電気通信役務の提供に係る第二種交付金及

び第二種負担金算定等規則（令和７年総務省

令第 16 号）（下「「第二号算定等規則」とい

う。））及び電気通信事業法施行規則等の一部

を改正する省令(令和７年総務省令第 17 号

（下「「改正省令」という。））が施行された

ことに伴い、今般、基礎的電気通信役務支援

業務規程に第二種交付金の額及び第二種負

担金の額の算定方法等を規定するものであ

別紙 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人電

気通信事業者協会（下「「協会」とい

う。）が、電気通信事業法（昭和５９

年法律第８６号。下「「法」という。）

第１０７条各号に定める業務（下「

「支援業務」という。）の実施に関す

る基本的事項を定め、もって支援業

務の公正かつ円滑な運営を図ること

を目的とする。 

（支援業務） 

第２条 協会が実施する支援業務は、

次の各号に掲げる業務とする。 

(1) 第一号基礎的電気通信役務に

係る支援業務（下「「第一種支

援業務」という。） 

① 第一種適格電気通信事業者

（法第１０８条第１項の規

定により総務大臣が指定し

た者をいう。下「同じ。）に対

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人電

気通信事業者協会（下「「協会」とい

う。）が、電気通信事業法（昭和５９

年法律第８６号。下「「法」という。）

第１０７条に定める業務（下「「支援

業務」という。）の実施に関する基本

的事項を定め、もって支援業務の公

正かつ円滑な運営を図ることを目的

とする。 

（支援業務） 

第２条 協会が実施する支援業務は、

次の各号に掲げる業務とする。 

（１）第一号基礎的電気通信役務に

係る支援業務（下「「第一種支

援業務」という。）

① 第一種適格電気通信事業者

（法第１０８条第１項の規

定により総務大臣が指定し

た者をいう。下「同じ。）に対

る。 

規定の整備を行うものである。 
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し、第一種交付金（法第１０

９条第１項に規定するもの

をいう。下「同じ。）を交付す

ること。 

② 接続電気通信事業者等（法第

１１０条第１項に規定する

ものをいう。下「同じ。）か

ら、第一種負担金（法第１１

０条第１項に規定するもの

をいう。下「同じ。）を徴収す

ること。

(2) 第二号基礎的電気通信役務に

係る支援業務（下「「第二種支

援業務」という。） 

① 第二種適格電気通信事業者

（法第１１０条の３第１項の

規定により総務大臣が指定し

た者をいう。下「同じ。）対し、

第二種交付金（法第１１０条の

４第１項に規定するものをい

う。下「同じ。）を交付するこ

と。 

② 高速度データ伝送役務提供

し、第一種交付金（法第１０

９条第１項の第一種交付金

をいう。下「同じ。）を交付す

ること。 

② 接続電気通信事業者等（法第

１１０条第１項に規定する

「接続電気通信事業者等」を

いう。下「同じ。）から、第一

種負担金（法第１１０条第１

項の第一種負担金をいう。下

「同じ。）を徴収すること。 

（２）第二号基礎的電気通信役務に

係る支援業務（下「「第二種支

援業務」という。）

① 第二種適格電気通信事業者

（法第１１０条の３第１項の

規定により総務大臣が指定し

た者をいう。下「同じ。）対し、

第二種交付金（法第１１０条の

４第１項の第二種交付金をい

う。下「同じ。）を交付するこ

と。 

② 高速度データ伝送役務提供
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事業者（法第１１０条の５に規

定するものをいう。下「同じ。）

から、第二種負担金（法第１１

０条の５に規定するものをい

う。下「同じ。）を徴収するこ

と。 

 

 

（支援業務室の設置） 

第７条 協会は、事務所に、第一種支援

業務に関する事務及びこれに係る支

援業務諮問委員会（第３２条に規定

するものをいう。下「この条におい

て同じ。）への諮問に関する事務（下

「この条において「第一種支援業務

に関する事務等」という。）を所掌さ

せるため第一号基礎的電気通信役務

に係る支援業務室（下「「第一種支援

業務室」という。）を、第二種支援業

務に関する事務及びこれに係る支援

業務諮問委員会への諮問に関する事

務（下「この条において「第二種支援

業務に関する事務等」という。）を所

事業者（法第１１０条の５に規

定する「高速度データ伝送役務

提供事業者」をいう。下「同

じ。）から、第二種負担金（法第

１１０条の５の第二種負担金

をいう。下「同じ。）を徴収する

こと。 

 

（支援業務室の設置） 

第７条 協会は、事務所に、第一種支援

業務に関する事務及び支援業務諮問

委員会（法第１１３条に定める支援

業務諮問委員会をいう。下「「委員

会」という。）への諮問に関する事務

（下「本条において「第一種支援業

務に関する事務等」という。）を所掌

させるため第一号基礎的電気通信役

務に係る支援業務室（下「「第一種支

援業務室」という。）を、第二種支援

業務に関する事務及び委員会への諮

問に関する事務（下「本条において

「第二種支援業務に関する事務等」

という。）を所掌させるため第二号基

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当条文の変更及び規定の整備を行うも

のである。 
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掌させるため第二号基礎的電気通信

役務に係る支援業務室（下「「第二種

支援業務室」という。）を設置する。 

３ 前項の室長は、次条に規定する支

援業務員の中から会長（法第１０６

条に規定する基礎的電気通信役務支

援機関の代表者たる協会の会長をい

う。下「同じ。）が任命する。 

（支援業務員の配置） 

第８条 会長は、支援業務の実施に当

たり、支援業務を公正かつ円滑に遂

行するため、各支援業務室に、職員の

中から、第一種支援業務又は第二種

支援業務に従事する専任の職員（下

「「支援業務員」という。）を選任し、

配置するものとする。 

（支援業務員の不在時の措置） 

第１１条 会長は、支援業務員が疾病、

事故、休暇その他やむを得ない事情

により不在となる場合に、協会の職

員の中から、その職務を代行する者

礎的電気通信役務に係る支援業務室

（下「「第二種支援業務室」という。）

を設置する。 

３ 前項の室長は、次条に規定する支

援業務員の中から会長（法第１０６

条に定める基礎的電気通信役務支援

機関の代表者たる協会の会長をい

う。下「同じ。）が任命する。 

（支援業務員の配置） 

第８条 会長は、支援業務の実施にあ

たり、支援業務を公正かつ円滑に遂

行するため、各支援業務室に、職員の

中から、第一種支援業務及び第二種

支援業務にそれぞれ従事する専任の

職員（下「「支援業務員」という。）

を選任し、配置するものとする。 

（支援業務員の不在時の措置） 

第１１条 会長は、支援業務員が疾病、

事故、休暇その他やむを得ない事情

により不在となる場合に、協会の職

員の中から、その職務を代行する者

規定の整備を行うものである。 
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（下「この条において「代行者」とい

う。）をあらかじめ指定しておくもの

とする。 

第１節 総則 

（資料提出の請求） 

第１２条 協会は、支援業務を行うた

め必要があるときは、法第１１１条

に定めるところにより、電気通信事

業者に対して、資料の提出を求める

（下「本条において「代行者」とい

う。）をあらかじめ指定しておくもの

とする。 

（届出書の受付） 

第１２条 協会は、第一号基礎的電気

通信役務の提供に係る第一種交付金

及び第一種負担金算定等規則（平成

１４年総務省令第６４号。下「「第一

号算定等規則」という。）の規定に基

づき第一種適格電気通信事業者、算

定対象電気通信事業者（第一号算定

等規則第２３条に規定する「算定対

象電気通信事業者」をいう。下「同

じ。）及び接続電気通信事業者等から

提出された届出書及び書類を事務所

において受け付けるものとする。 

第１節 総則 

（資料提出の請求） 

第２２条 協会は、支援業務を行うた

め必要があると認めるときは、法第

１１１条で定めるところにより、第

一種適格電気通信事業者、算定対象

 届出書等の受付に関する規定は不要のた

め、削除するものである。 

交付金の額及び負担金の額の算定方法等

について新たに総則を規定するものである。 

 条の繰上げ及び用語の整理を行うもので

ある。 
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ものとする。 

 

 

 

 

（帳簿等の管理） 

第１３条 協会は、支援業務に関し、電

気通信事業法施行規則（昭和６０年

郵政省令第２５号。下「「施行規則」

という。）第４０条の２の９各号に掲

げる事項を記載した帳簿及び第４２

条各号に掲げる書類等（下「この条

において「帳簿等」という。）を備え

付ける。 

２ 帳簿等は適正に管理し、記載の日

から５年間保存する。ただし、第４１

条第１項に規定する支援業務に係る

会計帳簿等の保存期間については協

会が別に定める会計規程に定めると

ころによる。 

 

４ 支援業務の実施に当たり、法令の

規定に基づき電気通信事業者等から

電気通信事業者及び接続電気通信事

業者等並びに第二種適格電気通信事

業者及び高速度データ伝送役務提供

事業者に対して、資料の提出を求め

るものとする。 

（帳簿等の管理） 

第２３条 協会は、支援業務に関し、第

一号算定等規則第３７条第１項各号

に掲げる事項を記載した帳簿及び第

３４条第１項各号に掲げる書類（下

「「帳簿等」という。）を備え付ける。 

 

 

 

２ 前項の帳簿等は適正に管理し、記

載の日から５年間保存する。ただし、

第３３条に規定する支援業務に係る

会計帳簿等の保存期間については協

会が別に定める会計規程に定めると

ころによる。 

 

４ 第一号算定等規則の規定に基づき

第一種適格電気通信事業者、算定対

 

 

 

 

 

 

条の繰上げ及び改正省令の施行により、該

当条文を変更するとともに、規定の整備を行

うものである。 

 

 

 

 

 

該当条文を変更するとともに、規定の整備

を行うものである。 

 

 

 

 

 

第二号算定等規則の施行に伴い、規定の整

備を行うものである。 
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提出された書類等は、これらを受け

付けた日から５年間保存する。 

第２節 第一種交付金の額及

び第一種負担金の額の算定方

法等 

（第一種交付金の額の算定） 

第１４条 協会は、第一種適格電気通

信事業者から第一号基礎的電気通信

役務の提供に係る第一種交付金及び

第一種負担金算定等規則（平成１４

年総務省令第６４号。下「「第一号算

定等規則」という。）第６条及び第７

条の規定に基づく書類を受け付けた

後、第一種交付金の額の算定を行う

ものとする。 

（第一種交付金に係る認可申請） 

第１５条 協会は、事業年度（毎年４月

１日から翌年３月３１日までをい

う。下「同じ。）ごとに、第一種交付

金の額を算定し、第一号算定等規則

第４条に定めるところにより、当該

象電気通信事業者及び接続電気通信

事業者等、並びに総務大臣から提出

された書類等は、これらを受け付け

た日から５年間保存する。 

（交付金の額の算定） 

第１３条 協会は、第一種適格電気通

信事業者から第一号算定等規則第６

条及び第７条の規定に基づく書類を

受け付けた後、第一種交付金の額の

算定を行うものとする。 

（交付金に係る認可申請） 

第１４条 協会は、年度ごとに、第一種

交付金の額を算定し、第一号算定等

規則第４条に定めるところにより、

当該第一種交付金の額及び交付方法

について、年度経過後６月下内に総

第二号算定等規則の施行に伴い、第一種負

担金の額の算定方法等について、条を繰り「

げるとともに、新たに第２節として規定する

ものである。 
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第一種交付金の額及び交付方法につ

いて、事業年度経過後６月下内に総

務大臣に対して認可申請を行うもの

とする。 

（第一種交付金の額の公表） 

第１６条 協会は、前条の総務大臣の

認可を受けたときは、施行規則第４

０条の８に定めるところにより、第

一種交付金の額の公表を行うものと

する。 

（第一種交付金の交付） 

第１７条 協会は、総務大臣の認可を

受けた第一種交付金の額及び交付方

法により、第一種適格電気通信事業

者に対し第一種交付金の交付を行う

ものとする。 

（第一種負担金に係る認可申請等） 

第１８条 協会は、事業年度ごとに、第

一号算定等規則第２７条に定めると

ころにより、第一種負担金の額を算

定し、同令第２８条に定めるところ

務大臣に対して認可申請を行うもの

とする。 

（公表） 

第１５条 協会は、前条の総務大臣の

認可を受けたときは、電気通信事業

法施行規則（昭和６０年郵政省令第

２５号。下「「施行規則」という。）

第４０条の８に定めるところによ

り、第一種交付金の額の公表を行う

ものとする。 

（交付金の交付） 

第１６条 協会は、総務大臣の認可を

受けた第一種交付金の額及び交付方

法により、当該第一種適格電気通信

事業者に対し交付金の交付を行うも

のとする。 

（負担金に係る認可申請等） 

第１７条 協会は、年度ごとに、第一号

算定等規則第２７条に定めるところ

により、第一種負担金の額を算定し、

同規則第２８条に定めるところによ

 条の繰「げ及び用語の整理を行うもので

ある。 
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により、第一種負担金の額及び徴収

方法について、事業年度経過後６月

下内に総務大臣に認可申請を行うも

のとする。 

２ 協会は、前項の第一種負担金の額

の算定に用いる番号単価（第一号算

定等規則第２７条第１項に規定する

ものをいう。）を算定したときは、同

条第３項の規定に基づき、第一種適

格電気通信事業者及び各接続電気通

信事業者等（同令第２５条第１項各

号に掲げる事項を記載した書類を協

会に提出したものに限る。次条にお

いて同じ。）にその旨を通知するほ

か、速やかに、インターネットを利用

することにより、当該番号単価が適

用される間継続してこれを公表す

る。 

 

（第一種負担金の額に係る通知） 

第１９条 協会は、前条第１項に係る

総務大臣の認可を受けたときは、各

接続電気通信事業者等に対して、そ

り、第一種負担金の額及び徴収方法

について、年度経過後６月下内に総

務大臣に認可申請を行うものとす

る。 

２ 協会は、前項の第一種負担金の額

の算定に用いる番号単価（第一号算

定等規則第２７条第１項に規定する

ものをいう。）を算定したときは、同

条第３項の規定に基づき、第一種適

格電気通信事業者及び各接続電気通

信事業者等（同規則第２５条第１項

各号に掲げる事項を記載した書類を

協会に提出した場合に限る。）にその

旨を通知するほか、速やかに、事務所

において公衆の見やすいように掲示

するとともに、インターネットを利

用することにより、当該番号単価が

適用されてから５年間、これを公表

する。 

（通知） 

第１８条 協会は、前条の総務大臣の

認可を受けたときは、接続電気通信

事業者等に対して、その認可を受け

 

 

 

 

デジタル化対応を踏まえ事務所における

掲示に関する記述を削除するとともに、改正

省令の施行に伴い公表期間を変更し、用語の

整理を行うものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条の繰「げ及び規定の整備を行うもので

ある。 
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の認可を受けた事項を記載した書面

を添付して、納付すべき第一種負担

金の額、その納付期限及び納付方法

の通知を行うものとする。 

（第一種交付金及び第一種負担金の

額の算定に係る会計監査人による確

認） 

第２０条 協会は、第１４条の第一種

交付金の額及び第１８条の第一種負

担金の額を算定したときは、職業的

に資格のある会計監査人の確認を受

けるものとする。 

（第一種負担金の納付の督促） 

第２１条 協会は、接続電気通信事業

者等が第１９条の規定により通知し

た第一種負担金の額を納付期限まで

に納付しないときは、法第１１０条

第６項の規定に基づき、督促状（書面

又は電磁的記録によるものとする。

下「同じ。）によって、期限を指定し

て督促を行うものとする。 

（第一種負担金に係る申立て） 

第２２条 協会は、前条の規定により

た事項を記載した書面を添付して、

納付すべき負担金の額、納付期限及

び納付方法の通知を行うものとす

る。 

（会計監査人による確認） 

第１９条 協会は、第１３条の交付金

の額及び第１７条の負担金の額を算

定したとき、職業的に資格のある会

計監査人の確認を受けるものとす

る。 

（督促） 

第２０条 協会は、接続電気通信事業

者等が第１８条の規定により通知し

た負担額を納付期限までに納付しな

いときは、法第１１０条第６項の規

定に基づいて、督促状によって、期限

を指定して督促を行うものとする。 

（申立） 

第２１条 協会は、前条の規定により

条の繰「げ、該当条文の変更及び規定の整

備を行うものである。 

条の繰「げ、該当条文の変更、規定の整備

及び用語の整理を行うものである。 

条の繰「げ及び規定の整備を行うもので
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督促した接続電気通信事業者等が、

その指定の期限までにその督促に係

る第一種負担金及び延滞金（法第１

１０条第５項に規定するものをい

う。）を納付しないときは、法第１１

０条第７項の規定に基づき、総務大

臣にその旨の申立てを行うものとす

る。 

第３節 第二種交付金の額及

び第二種負担金の額の算定方

法等 

（第二種交付金の額の算定） 

第２３条 協会は、第二種適格電気通

信事業者から第二号基礎的電気通信

役務の提供に係る第二種交付金及び

第二種負担金算定等規則（令和７年

総務省令第１６号。下「「第二号算定

等規則」という。）第８条の規定に基

づく書類を受け付けた後、第二種交

付金の額の算定を行うものとする。 

２ 前項の第二種交付金の額の算定

は、第二号算定等規則第５条に定め

るところにより、これを行うものと

督促した接続電気通信事業者等が、

その指定の期限までにその督促に係

る第一種負担金及び延滞金（法第１

１０条第５項規定による延滞金をい

う。）を納付しないときは、法第１１

０条第７項の規定に基づき総務大臣

にその旨の申立てを行うものとす

る。 

新規 

新規 

ある。 

第二号算定等規則の施行に伴い、第二種交

付金の額及び第二種負担金の額の算定等に

関する取り扱いについて、新たに第３節とし

て規定するものである。 
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する。 

（第二種交付認可の申請） 

第２４条 協会は、事業年度ごとに、第

二種交付金の額を算定し、第二号算

定等規則第４条に定めるところによ

り、当該第二種交付金の額及び交付

方法について、事業年度経過後７月

下内に総務大臣に対して第二種交付

認可の申請を行うものとする。 

（第二種交付金の額の公表） 

第２５条 協会は、前条に係る総務大

臣の認可を受けたときは、施行規則

第４０条の８に定めるところによ

り、第二種交付金の額を公表するも

のとする。 

（第二種交付金の交付） 

第２６条 協会は、第２４条に係る総

務大臣の認可を受けた第二種交付金

の額及び交付方法により、第二種適

格電気通信事業者に対し第二種交付

金を交付するものとする。 

（第二種負担認可の申請等） 

第２７条 協会は、事業年度ごとに、第

新規 

新規 

新規 

新規 
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二号算定等規則第２４条に定めると

ころにより、第二種負担金の額を算

定し、同令第２３条に定めるところ

により、第二種負担金の額及び徴収

方法について、事業年度経過後７月

下内に総務大臣に認可申請を行うも

のとする。 

２ 協会は、前項の第二種負担金の額

の算定に用いる回線単価（第二号算

定等規則第２４条第１項第１号に規

定するものをいう。）を算定し、第２

４条に係る総務大臣の認可を受けた

後には、同令第２４条第４項の規定

に基づき、各高速度データ伝送役務

提供事業者（同令第２８条第１項各

号に掲げる事項を記載した書類を協

会に提出した者に限り、直近の当該

書類の提出後に同令第２９条に規定

する書類を提出したものを除く。次

条において同じ。）にその旨を通知す

るほか、速やかに、インターネットを

利用することにより、当該回線単価

が適用される間継続してこれを公表
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する。 

（第二種負担金の額に係る通知） 

第２８条 協会は、前条第１項に係る

総務大臣の認可を受けたときは、各

高速度データ伝送役務提供事業者に

対して、その認可を受けた事項を記

載した書面を添付して、納付すべき

第二種負担金の額、その納付期限及

び納付方法の通知を行うものとす

る。 

（第二種交付金及び第二種負担金の

額の算定に係る会計監査人による確

認） 

第２９条 協会は、第２３条の第二種

交付金の額及び第２７条第１項の第

二種負担金の額を算定したときは、

職業的に資格のある会計監査人の確

認を受けるものとする。 

（第二種負担金の納付の督促） 

第３０条 協会は、高速度データ伝送

役務提供事業者が第２８条の規定に

より通知された負担額を納付期限ま

でに納付しないときは、法第１１０

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

新規 
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条の５第２項において準用する法第

１１０条第６項の規定に基づき、督

促状によって、期限を指定して督促

を行うものとする。 

（第二種負担金に係る申立て） 

第３１条 協会は、前条の規定により

督促した高速度データ伝送役務提供

事業者が、その指定の期限までにそ

の督促に係る第二種負担金及び延滞

金（法第１１０条の５第２項におい

て準用する法第１１０条第５項に規

定するものをいう。）を納付しないと

きは、法第１１０条の５第２項にお

いて準用する法第１１０条第７項の

規定に基づき、総務大臣にその旨の

申立てを行うものとする。 

（支援業務諮問委員会の設置等） 

第３２条 協会に、支援業務諮問委員

会（法第１１３条に規定するものを

いう。下「この章において単に「委員

会」という。）を設置する。 

新規 

（支援業務諮問委員会の設置等） 

第２４条 協会に、委員会を設置する。 条の繰「げ及び規定の整備を行うもので

ある。 
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（委員の任命及び解任） 

第３３条 委員会の委員は、電気通信

事業者及び学識経験を有する者のう

ちから、施行規則第４０条の２の４

に定めるところにより、総務大臣に

認可申請を行い、総務大臣の認可を

受けて、会長が任命する。 

（委員の任期） 

第３４条 委員の任期は、２年とする。

ただし、補欠又は増員による委員の

任期は、前任者又は現任者の残任期

間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第３５条 委員会に、委員長１名及び

副委員長１名を置く。 

（議事） 

第３６条 委員会は、委員の過半数が

出席しなければ、会議を開くことが

できない。 

（委員の任命及び解任） 

第２５条 委員会の委員は、電気通信

事業者及び学識経験を有する者のう

ちから、総務大臣の認可を受けて、会

長が任命する。 

（委員の任期） 

第２６条 委員の任期は、２年とする。

ただし、補欠又は増員による委員の

任期は、前任者又は現任者の残任期

間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第２７条 委員会に、委員長１名及び

副委員長１名を置く。 

（議事） 

第２８条 委員会は、委員の過半数が

出席しなければ、会議を開くことが

できない。 

条の繰「げ及び改正省令の施行に伴い該

当条文を明記するものである。 

条の繰「げを行うものである。 
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（庶務） 

第３７条 委員会の庶務は、第一種支

援業務室及び第二種支援業務室（専

ら所掌する業務に係る庶務に限る。）

において行う。 

（委員会の運営方法） 

第３８条 この規程に定めるもののほ

か、委員会の運営に関し必要な事項

は、委員会が別に定める支援業務諮

問委員会運営規程による。 

 

（役員の選任及び解任） 

第３９条 協会は、定款で定めるとこ

ろにより、協会の役員として理事及

び監事を置く。 

２ 役員は、定款で定めるところによ

り、総会でこれを選任する。 

３ 役員が次の各号の一に該当すると

きは、定款で定めるところにより、

総会の議決で当該役員を解任するこ

とができる。 

 (1) 心身の故障のため、職務の執行

に堪えられないと認められるとき 

（庶務） 

第２９条 委員会の庶務は、第一種支

援業務室及び第二種支援業務室（専

ら所掌する業務に係る庶務に限る。）

において行う。 

（委員会の運営方法） 

第３０条 この規程に定めるもののほ

か、委員会の運営に関し必要な事項

は、委員会が別に定める支援業務諮

問委員会運営規程による。 

 

（役員の選任及び解任） 

第３１条 協会は、定款に定めるとこ

ろにより、協会の役員として理事及

び監事を置く。 

２ 役員は、定款に定めるところによ

り、総会でこれを選任する。 

３ 役員が次の各号の一に該当すると

きは、定款に定めるところにより、

総会の議決で当該役員を解任するこ

とができる。 

 (1) 心身の故障のため、職務の執行

に堪えられないと認められるとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条の繰「げ及び規定の整備を行うもので

ある。 
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(2) 職務上の義務違反その他役員と

してふさわしくない行為があったと

き 

４ 前２項により、役員を選任又は解

任しようとするときは、施行規則第

４０条の２の５に定めるところによ

り、総務大臣に認可申請を行い、総

務大臣の認可を受けるものとする。 

（役員の任期） 

第４０条 役員の任期は、定款で定め

るところにより、２年とする。ただ

し、補欠又は増員による役員の任期

は、定款で定めるところにより、前

任者又は現任者の残存期間とする。 

２ 役員は、定款で定めるところによ

り、再任されることができる。 

（区分経理） 

第４１条 協会は支援業務の経理につ

いて、第一種支援業務及び第二種支

援業務に係る会計帳簿等をそれぞれ

作成し、収入及び支出を勘定科目に

従い明確に区分して整理する。 

(2) 職務上の義務違反その他役員と

してふさわしくない行為があったと

き 

４ 前２項により、役員を選任又は解

任しようとするときは、第一号算定

等規則第３３条に定めるところによ

り、総務大臣に認可申請を行い、総

務大臣の認可を受けるものとする。 

（役員の任期） 

第３２条 役員の任期は、定款に定め

るところにより、２年とする。ただ

し、補欠又は増員による役員の任期

は、定款に定めるところにより、前

任者又は現任者の残存期間とする。 

２ 役員は、定款に定めるところによ

り、再任されることができる。 

（区分経理） 

第３３条 協会は支援業務の経理につ

いて、第一種支援業務及び第二種支

援業務に係る会計帳簿等をそれぞれ

作成し、収入及び支出を勘定科目に

従い明確に区分して整理する。 

改正省令の施行に伴い該当条文が変更と

なるものである。 

条の繰「げ及び規定の整備を行うもので

ある。 

条の繰「げを行うものである。 
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（支援業務に関する書類等の情報公

開） 

第４２条 協会は、支援業務に関して、

次の各号に掲げる書類を、インター

ネットを利用することによりこれを

公表する。 

 

（13）基礎的電気通信役務支援業務規

程及び第４４条に規定する細則 

 

（役員等の秘密保持義務） 

第４３条 協会の役員若しくは職員又

はこれらの職にあった者は、支援業

務に関して知り得た秘密を漏らして

はならない。また、この情報を支援業

務の用に供する目的下外に利用して

はならない。 

（細則） 

第４４条 会長は、この規程に定める

もののほか、支援業務を実施するた

め必要な細則を定めることができ

る。 

 

（支援業務に関する書類等の情報公

開） 

第３４条 協会は、支援業務に関して、

次の各号に掲げる書類を、インター

ネットを利用することによりこれを

公表する。 

 

（13）基礎的電気通信役務支援業務規

程及び第３６条に規定する細則 

 

（役員等の秘密保持義務） 

第３５条 協会の役員若しくは職員又

はこれらの職にあった者は、支援業

務に関して知り得た秘密を漏らして

はならない。また、この情報を支援業

務の用に供する目的下外に利用して

はならない。 

（細則） 

第３６条 会長は、この規程に定める

もののほか、支援業務を実施するた

め必要な細則を定めることができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当条文の変更を行うものである。 

 

 

 

条の繰「げを行うものである。 
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３ 前項の規定は、支援業務諮問委員

会運営規程及び情報公開規程につい

て準用する。 

３ 前項の規定は、支援業務諮問委員

会運営規程及び情報公開規程に準用

する。 

規定の整備を行うものである。 

27



 

 

 

 

 

 

基礎的電気通信役務支援業務規程 

 

(一部追加に伴う改正版) 

 

 

総務大臣認可 平成１８年３月３１日 

 

      総務大臣認可 平成２５年３月２８日（一部改正） 

 

     総務大臣認可 平成２８年７月４日（一部改正） 

 

    総務大臣認可 令和３年２月１日（一部改正） 

 

    総務大臣認可 令和７年２月１日（一部改正） 

 

    総務大臣認可 令和７年７月１日（一部改正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人 電気通信事業者協会 
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基礎的電気通信役務支援業務規程 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人電気通信事業者協会（以下「協会」という。）

が、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「法」という。）第１

０７条各号に定める業務（以下「支援業務」という。）の実施に関する基本

的事項を定め、もって支援業務の公正かつ円滑な運営を図ることを目的とす

る。 

（支援業務） 

第２条 協会が実施する支援業務は、次の各号に掲げる業務とする。 

(1) 第一号基礎的電気通信役務に係る支援業務（以下「第一種支援業務」と

いう。） 

① 第一種適格電気通信事業者（法第１０８条第１項の規定により総務大

臣が指定した者をいう。以下同じ。）に対し、第一種交付金（法第１０

９条第１項に規定するものをいう。以下同じ。）を交付すること。

② 接続電気通信事業者等（法第１１０条第１項に規定するものをいう。

以下同じ。）から、第一種負担金（法第１１０条第１項に規定するもの

をいう。以下同じ。）を徴収すること。

③ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

(2) 第二号基礎的電気通信役務に係る支援業務（以下「第二種支援業務」と

いう。） 

① 第二種適格電気通信事業者（法第１１０条の３第１項の規定により総

務大臣が指定した者をいう。以下同じ。）対し、第二種交付金（法第

１１０条の４第１項に規定するものをいう。以下同じ。）を交付する

こと。

② 高速度データ伝送役務提供事業者（法第１１０条の５に規定するもの

をいう。以下同じ。）から、第二種負担金（法第１１０条の５に規定

するものをいう。以下同じ。）を徴収すること。

③ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

（業務時間） 

第３条 支援業務を行う時間は、次条に掲げる休日を除き、午前９時から午後

５時３０分までとする。 

（休日） 

第４条 休日は、次のとおりとする。 

(1) 土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日 
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(2) 年末年始（１２月２９日から翌年１月３日までの間） 

（支援業務を行う事務所） 

第５条 支援業務を行う事務所（以下「事務所」という。）は、東京都千代田区

神田小川町一丁目１０番地（興信ビル内）に置く。 

 

第２章 支援業務の実施の方法 

（支援業務の実施方針） 

第６条 協会は、法及び法に基づく命令（告示を含む。）若しくはこれらに基づ

く処分及び認可に付された条件並びにこの規程（以下「法令等」という。）に

基づき、適正かつ効率的な運営を図り、支援業務を適確に実施するものとす

る。 

（支援業務室の設置） 

第７条 協会は、事務所に、第一種支援業務に関する事務及びこれに係る支援

業務諮問委員会（第３２条に規定するものをいう。以下この条において同じ。）

への諮問に関する事務（以下この条において「第一種支援業務に関する事務

等」という。）を所掌させるため第一号基礎的電気通信役務に係る支援業務

室（以下「第一種支援業務室」という。）を、第二種支援業務に関する事務及

びこれに係る支援業務諮問委員会への諮問に関する事務（以下この条におい

て「第二種支援業務に関する事務等」という。）を所掌させるため第二号基礎

的電気通信役務に係る支援業務室（以下「第二種支援業務室」という。）を設

置する。 

２ 協会は、第一種支援業務及び第二種支援業務に関する事務等を統括させる

ため、第一種支援業務室及び第二種支援業務室にそれぞれ室長を置く。 

３ 前項の室長は、次条に規定する支援業務員の中から会長（法第１０６条に

規定する基礎的電気通信役務支援機関の代表者たる協会の会長をいう。以下

同じ。）が任命する。 

（支援業務員の配置） 

第８条 会長は、支援業務の実施に当たり、支援業務を公正かつ円滑に遂行す

るため、各支援業務室に、職員の中から、第一種支援業務又は第二種支援業

務に従事する専任の職員（以下「支援業務員」という。）を選任し、配置する

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第一種支援業務に従事する職員は、聴覚障害者

等による電話の利用の円滑化に関する法律（令和２年法律第５３号）第２０

条の規定により総務大臣が指定した電話リレーサービス支援機関の支援業務

を兼務することができる。 

（支援業務員の職務） 

第９条 支援業務員は、支援業務の公共性及び重要性を自覚し、厳正に職務を
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執行しなければならない。 

２ 支援業務員は、支援業務に係る職務の執行上の独立性及び公正性を確保す

るため、従事する支援業務に関して、協会以外の者から指示又は報酬を受け

てはならず、職務に従事する前に、このことについて誓約書を提出するもの

とする。 

（支援業務員の解任） 

第１０条 支援業務員は次の各号のいずれかに該当する場合は、解任されるも

のとする。 

(1) 法第１１６条において準用する法第８３条第１項の規定に基づき、総務

大臣の許可を受けて協会が支援業務を廃止したとき 

(2)  法第１１６条において準用する法第８４条第１項又は第２項の規定に

より総務大臣が協会に対して支援機関の指定を取り消したとき 

(3) 退職し、又は解職されたとき 

(4)  長期にわたる病気による欠勤等の事由により、その職務を遂行すること

が困難と認められるとき 

(5) 法令等に違反した場合において、その情状によりその職務を行わせるこ

とが不適任と会長が判断したとき 

（支援業務員の不在時の措置） 

第１１条 会長は、支援業務員が疾病、事故、休暇その他やむを得ない事情に

より不在となる場合に、協会の職員の中から、その職務を代行する者（以下

この条において「代行者」という。）をあらかじめ指定しておくものとする。 

２ 代行者は、支援業務員の不在時には会長から指示された支援業務の職務を

誠実に執行するものとする。 

３ 第９条の規定は代行者に準用する。 

 

第３章 交付金の額及び負担金の額の算定方法等 

第１節 総則 

（資料提出の請求） 

第１２条 協会は、支援業務を行うため必要があるときは、法第１１１条に定

めるところにより、電気通信事業者に対して、資料の提出を求めるものとす

る。 

（帳簿等の管理） 

第１３条 協会は、支援業務に関し、電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵

政省令第２５号。以下「施行規則」という。）第４０条の２の９各号に掲げる

事項を記載した帳簿及び第４２条各号に掲げる書類等（以下この条において

「帳簿等」という。）を備え付ける。 

２ 帳簿等は適正に管理し、記載の日から５年間保存する。ただし、第４１条
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第１項に規定する支援業務に係る会計帳簿等の保存期間については協会が別

に定める会計規程に定めるところによる。 

３ 前項の場合において、電磁的方法により作成した帳簿等は、電磁的記録媒

体により保存する。 

４ 支援業務の実施に当たり、法令の規定に基づき電気通信事業者等から提出

された書類等は、これらを受け付けた日から５年間保存する。 

第２節 第一種交付金の額及び第一種負担金の額の算定方法等 

（第一種交付金の額の算定） 

第１４条 協会は、第一種適格電気通信事業者から第一号基礎的電気通信役務

の提供に係る第一種交付金及び第一種負担金算定等規則（平成１４年総務省

令第６４号。以下「第一号算定等規則」という。）第６条及び第７条の規定に

基づく書類を受け付けた後、第一種交付金の額の算定を行うものとする。 

２ 前項の第一種交付金の額の算定は、第一号算定等規則第５条に定めるとこ

ろにより、これを行うものとする。 

（第一種交付金に係る認可申請） 

第１５条 協会は、事業年度（毎年４月１日から翌年３月３１日までをいう。

以下同じ。）ごとに、第一種交付金の額を算定し、第一号算定等規則第４条

に定めるところにより、当該第一種交付金の額及び交付方法について、事業

年度経過後６月以内に総務大臣に対して認可申請を行うものとする。 

（第一種交付金の額の公表） 

第１６条 協会は、前条の総務大臣の認可を受けたときは、施行規則第４０条

の８に定めるところにより、第一種交付金の額の公表を行うものとする。 

（第一種交付金の交付） 

第１７条 協会は、総務大臣の認可を受けた第一種交付金の額及び交付方法に

より、第一種適格電気通信事業者に対し第一種交付金の交付を行うものとす

る。 

（第一種負担金に係る認可申請等） 

第１８条 協会は、事業年度ごとに、第一号算定等規則第２７条に定めるとこ

ろにより、第一種負担金の額を算定し、同令第２８条に定めるところにより、

第一種負担金の額及び徴収方法について、事業年度経過後６月以内に総務大

臣に認可申請を行うものとする。 

２ 協会は、前項の第一種負担金の額の算定に用いる番号単価（第一号算定等

規則第２７条第１項に規定するものをいう。）を算定したときは、同条第３項

の規定に基づき、第一種適格電気通信事業者及び各接続電気通信事業者等（同

令第２５条第１項各号に掲げる事項を記載した書類を協会に提出したものに

限る。次条において同じ。）にその旨を通知するほか、速やかに、インターネ

ットを利用することにより、当該番号単価が適用される間継続してこれを公
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表する。 

（第一種負担金の額に係る通知） 

第１９条 協会は、前条第１項に係る総務大臣の認可を受けたときは、各接続

電気通信事業者等に対して、その認可を受けた事項を記載した書面を添付し

て、納付すべき第一種負担金の額、その納付期限及び納付方法の通知を行う

ものとする。 

（第一種交付金及び第一種負担金の額の算定に係る会計監査人による確認） 

第２０条 協会は、第１４条の第一種交付金の額及び第１８条の第一種負担金

の額を算定したときは、職業的に資格のある会計監査人の確認を受けるもの

とする。 

（第一種負担金の納付の督促） 

第２１条 協会は、接続電気通信事業者等が第１９条の規定により通知した第

一種負担金の額を納付期限までに納付しないときは、法第１１０条第６項の

規定に基づき、督促状（書面又は電磁的記録によるものとする。以下同じ。）

によって、期限を指定して督促を行うものとする。 

（第一種負担金に係る申立て） 

第２２条 協会は、前条の規定により督促した接続電気通信事業者等が、その

指定の期限までにその督促に係る第一種負担金及び延滞金（法第１１０条第

５項に規定するものをいう。）を納付しないときは、法第１１０条第７項の規

定に基づき、総務大臣にその旨の申立てを行うものとする。 

第３節 第二種交付金の額及び第二種負担金の額の算定方法等 

（第二種交付金の額の算定） 

第２３条 協会は、第二種適格電気通信事業者から第二号基礎的電気通信役務

の提供に係る第二種交付金及び第二種負担金算定等規則（令和７年総務省令

第１６号。以下「第二号算定等規則」という。）第８条の規定に基づく書類を

受け付けた後、第二種交付金の額の算定を行うものとする。 

２ 前項の第二種交付金の額の算定は、第二号算定等規則第５条に定めるとこ

ろにより、これを行うものとする。 

（第二種交付認可の申請） 

第２４条 協会は、事業年度ごとに、第二種交付金の額を算定し、第二号算定

等規則第４条に定めるところにより、当該第二種交付金の額及び交付方法に

ついて、事業年度経過後７月以内に総務大臣に対して第二種交付認可の申請

を行うものとする。 

（第二種交付金の額の公表） 

第２５条 協会は、前条に係る総務大臣の認可を受けたときは、施行規則第４

０条の８に定めるところにより、第二種交付金の額を公表するものとする。 

（第二種交付金の交付） 
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第２６条 協会は、第２４条に係る総務大臣の認可を受けた第二種交付金の額

及び交付方法により、第二種適格電気通信事業者に対し第二種交付金を交付

するものとする。 

（第二種負担認可の申請等） 

第２７条 協会は、事業年度ごとに、第二号算定等規則第２４条に定めるとこ

ろにより、第二種負担金の額を算定し、同令第２３条に定めるところにより、

第二種負担金の額及び徴収方法について、事業年度経過後７月以内に総務大

臣に認可申請を行うものとする。 

２ 協会は、前項の第二種負担金の額の算定に用いる回線単価（第二号算定等

規則第２４条第１項第１号に規定するものをいう。）を算定し、第２４条に係

る総務大臣の認可を受けた後には、同令第２４条第４項の規定に基づき、各

高速度データ伝送役務提供事業者（同令第２８条第１項各号に掲げる事項を

記載した書類を協会に提出した者に限り、直近の当該書類の提出後に同令第

２９条に規定する書類を提出したものを除く。次条において同じ。）にその旨

を通知するほか、速やかに、インターネットを利用することにより、当該回

線単価が適用される間継続してこれを公表する。 

（第二種負担金の額に係る通知） 

第２８条 協会は、前条第１項に係る総務大臣の認可を受けたときは、各高速

度データ伝送役務提供事業者に対して、その認可を受けた事項を記載した書

面を添付して、納付すべき第二種負担金の額、その納付期限及び納付方法の

通知を行うものとする。 

（第二種交付金及び第二種負担金の額の算定に係る会計監査人による確認） 

第２９条 協会は、第２３条の第二種交付金の額及び第２７条第１項の第二種

負担金の額を算定したときは、職業的に資格のある会計監査人の確認を受け

るものとする。 

（第二種負担金の納付の督促） 

第３０条 協会は、高速度データ伝送役務提供事業者が第２８条の規定により

通知された負担額を納付期限までに納付しないときは、法第１１０条の５第

２項において準用する法第１１０条第６項の規定に基づき、督促状によって、

期限を指定して督促を行うものとする。 

（第二種負担金に係る申立て） 

第３１条 協会は、前条の規定により督促した高速度データ伝送役務提供事業

者が、その指定の期限までにその督促に係る第二種負担金及び延滞金（法第

１１０条の５第２項において準用する法第１１０条第５項に規定するものを

いう。）を納付しないときは、法第１１０条の５第２項において準用する法第

１１０条第７項の規定に基づき、総務大臣にその旨の申立てを行うものとす

る。 
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第４章 支援業務諮問委員会 

（支援業務諮問委員会の設置等） 

第３２条 協会に、支援業務諮問委員会（法第１１３条に規定するものをいう。

以下この章において単に「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、会長の諮問に応じ、次の各号に関する重要審議事項を調査審議

し、及びこれらに関し必要と認める意見を会長に述べるものとする。 

(1) 第一種交付金の額及び交付方法、第一種負担金の額及び徴収方法

(2) 第二種交付金の額及び交付方法、第二種負担金の額及び徴収方法

(3) その他支援業務に関すること

（委員の任命及び解任） 

第３３条 委員会の委員は、電気通信事業者及び学識経験を有する者のうちか

ら、施行規則第４０条の２の４に定めるところにより、総務大臣に認可申請

を行い、総務大臣の認可を受けて、会長が任命する。 

２ 委員が次の各号の一に該当するときは、会長は当該委員を解任することが

できる。 

(1) 心身の故障のため、職務の執行に堪えられないと認められるとき

(2) 職務上の義務違反その他委員としてふさわしくない行為があるとき

（委員の任期） 

第３４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠又は増員による委員の任

期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第３５条 委員会に、委員長１名及び副委員長１名を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により、会長が委嘱する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を統括する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときはそ

の職務を代行する。 

（議事） 

第３６条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができ

ない。 

２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員

長の決するところによる。 

（庶務） 

第３７条 委員会の庶務は、第一種支援業務室及び第二種支援業務室（専ら所

掌する業務に係る庶務に限る。）において行う。 

（委員会の運営方法） 
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第３８条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、

委員会が別に定める支援業務諮問委員会運営規程による。 

 

第５章 役員 

（役員の選任及び解任） 

第３９条 協会は、定款で定めるところにより、協会の役員として理事及び監

事を置く。 

２ 役員は、定款で定めるところにより、総会でこれを選任する。 

３ 役員が次の各号の一に該当するときは、定款で定めるところにより、総会

の議決で当該役員を解任することができる。 

 (1) 心身の故障のため、職務の執行に堪えられないと認められるとき 

 (2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき 

４ 前２項により、役員を選任又は解任しようとするときは、施行規則第４０

条の２の５に定めるところにより、総務大臣に認可申請を行い、総務大臣の

認可を受けるものとする。 

（役員の任期） 

第４０条 役員の任期は、定款で定めるところにより、２年とする。ただし、

補欠又は増員による役員の任期は、定款で定めるところにより、前任者又は

現任者の残存期間とする。 

２ 役員は、定款で定めるところにより、再任されることができる。 

 

第６章 会計 

（区分経理） 

第４１条 協会は支援業務の経理について、第一種支援業務及び第二種支援業

務に係る会計帳簿等をそれぞれ作成し、収入及び支出を勘定科目に従い明確

に区分して整理する。 

２ 前項に係る支援業務の経理は、支援業務以外の業務に係る経理と明確に区

分して整理する。 

 

第７章 情報公開 

（支援業務に関する書類等の情報公開） 

第４２条 協会は、支援業務に関して、次の各号に掲げる書類を、インターネ

ットを利用することによりこれを公表する。 

 (1)  定款 

 (2)  役員名簿 

 (3)  社員名簿 

 (4)  委員会の委員名簿 
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(5) 支援業務報告書

(6) 正味財産増減報告書

(7) 貸借対照表

(8) 財産目録

(9) 収支計算書

(10) 事業計画書

(11) 収支予算書

(12) 委員会の議事概要

（13）基礎的電気通信役務支援業務規程及び第４４条に規定する細則

（14）支援業務諮問委員会運営規程

（15）情報公開規程

(16) その他支援業務に関して参考となる資料

２ 前項のほか、協会は、支援業務の運営の透明性を確保するため、会長が別

に定める情報公開規程により情報公開を行うとともに、支援業務の内容につ

いて広く社会の理解を得るよう努めるものとする。 

第８章 雑則 

（役員等の秘密保持義務） 

第４３条 協会の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、支援業務に

関して知り得た秘密を漏らしてはならない。また、この情報を支援業務の用

に供する目的以外に利用してはならない。 

２ 前項の規定は、委員会の委員に準用する。 

（細則） 

第４４条 会長は、この規程に定めるもののほか、支援業務を実施するため必 

要な細則を定めることができる。 

２ 協会は、前項の細則を定めたときは、総務大臣に提出するものとする。細 

則を変更したときも同様とする。 

３ 前項の規定は、支援業務諮問委員会運営規程及び情報公開規程について準

用する。 

附 則 

この規程は、平成１８年６月１日から施行する。 

附 則 

この改正規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 
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この改正規程は、平成２８年７月４日から施行する。 

 

   附 則 

 この改正規程は、令和３年２月１日から施行する。 

 

   附 則 

この改正規程は、令和７年２月１日から施行する。 

 

 附 則 

この改正規程は、令和７年７月１日から施行する。 
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基礎的電気通信役務支援業務規程 

(一部追加に伴う改正版) 

総務大臣認可 平成１８年３月３１日 

総務大臣認可 平成２５年３月２８日（一部改正） 

総務大臣認可 平成２８年７月４日（一部改正） 

総務大臣認可 令和３年２月１日（一部改正） 

総務大臣認可 令和７年２月１日（一部改正） 

一般社団法人 電気通信事業者協会 

現行 
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基礎的電気通信役務支援業務規程 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人電気通信事業者協会（以下「協会」という。）

が、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「法」という。）第１

０７条に定める業務（以下「支援業務」という。）の実施に関する基本的事

項を定め、もって支援業務の公正かつ円滑な運営を図ることを目的とする。 

（支援業務） 

第２条 協会が実施する支援業務は、次の各号に掲げる業務とする。 

（１） 第一号基礎的電気通信役務に係る支援業務（以下「第一種支援業務」

という。） 

① 第一種適格電気通信事業者（法第１０８条第１項の規定により総務大

臣が指定した者をいう。以下同じ。）に対し、第一種交付金（法第１０

９条第１項の第一種交付金をいう。以下同じ。）を交付すること。 

② 接続電気通信事業者等（法第１１０条第１項に規定する「接続電気通

信事業者等」をいう。以下同じ。）から、第一種負担金（法第１１０条

第１項の第一種負担金をいう。以下同じ。）を徴収すること。 

③ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（２） 第二号基礎的電気通信役務に係る支援業務（以下「第二種支援業務」

という。） 

① 第二種適格電気通信事業者（法第１１０条の３第１項の規定により総

務大臣が指定した者をいう。以下同じ。）対し、第二種交付金（法第１

１０条の４第１項の第二種交付金をいう。以下同じ。）を交付すること。 

② 高速度データ伝送役務提供事業者（法第１１０条の５に規定する「高

速度データ伝送役務提供事業者」をいう。以下同じ。）から、第二種負

担金（法第１１０条の５の第二種負担金をいう。以下同じ。）を徴収す

ること。 

③ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（業務時間） 

第３条 支援業務を行う時間は、次条に掲げる休日を除き、午前９時から午後

５時３０分までとする。 

（休日） 

第４条 休日は、次のとおりとする。 

(1) 土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日 

(2) 年末年始（１２月２９日から翌年１月３日までの間） 
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（支援業務を行う事務所） 

第５条 支援業務を行う事務所（以下「事務所」という。）は、東京都千代田区

神田小川町一丁目１０番地（興信ビル内）に置く。 

第２章 支援業務の実施の方法 

（支援業務の実施方針） 

第６条 協会は、法及び法に基づく命令（告示を含む。）若しくはこれらに基づ

く処分及び認可に付された条件並びにこの規程（以下「法令等」という。）に

基づき、適正かつ効率的な運営を図り、支援業務を適確に実施するものとす

る。 

（支援業務室の設置） 

第７条 協会は、事務所に、第一種支援業務に関する事務及び支援業務諮問委

員会（法第１１３条に定める支援業務諮問委員会をいう。以下「委員会」と

いう。）への諮問に関する事務（以下本条において「第一種支援業務に関する

事務等」という。）を所掌させるため第一号基礎的電気通信役務に係る支援

業務室（以下「第一種支援業務室」という。）を、第二種支援業務に関する事

務及び委員会への諮問に関する事務（以下本条において「第二種支援業務に

関する事務等」という。）を所掌させるため第二号基礎的電気通信役務に係る

支援業務室（以下「第二種支援業務室」という。）を設置する。 

２ 協会は、第一種支援業務及び第二種支援業務に関する事務等を統括させる

ため、第一種支援業務室及び第二種支援業務室にそれぞれ室長を置く。 

３ 前項の室長は、次条に規定する支援業務員の中から会長（法第１０６条に

定める基礎的電気通信役務支援機関の代表者たる協会の会長をいう。以下同

じ。）が任命する。 

（支援業務員の配置） 

第８条 会長は、支援業務の実施にあたり、支援業務を公正かつ円滑に遂行す

るため、各支援業務室に、職員の中から、第一種支援業務及び第二種支援業

務にそれぞれ従事する専任の職員（以下「支援業務員」という。）を選任し、

配置するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第一種支援業務に従事する職員は、聴覚障害者

等による電話の利用の円滑化に関する法律（令和２年法律第５３号）第２０

条の規定により総務大臣が指定した電話リレーサービス支援機関の支援業務

を兼務することができる。 

（支援業務員の職務） 

第９条 支援業務員は、支援業務の公共性及び重要性を自覚し、厳正に職務を

執行しなければならない。 
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２ 支援業務員は、支援業務に係る職務の執行上の独立性及び公正性を確保す

るため、従事する支援業務に関して、協会以外の者から指示又は報酬を受け

てはならず、職務に従事する前に、このことについて誓約書を提出するもの

とする。 

（支援業務員の解任） 

第１０条 支援業務員は次の各号のいずれかに該当する場合は、解任されるも

のとする。 

 (1) 法第１１６条において準用する法第８３条第１項の規定に基づき、総務

大臣の許可を受けて協会が支援業務を廃止したとき 

(2)  法第１１６条において準用する法第８４条第１項又は第２項の規定に

より総務大臣が協会に対して支援機関の指定を取り消したとき 

(3) 退職し、又は解職されたとき 

(4)  長期にわたる病気による欠勤等の事由により、その職務を遂行すること

が困難と認められるとき 

(5) 法令等に違反した場合において、その情状によりその職務を行わせるこ

とが不適任と会長が判断したとき 

（支援業務員の不在時の措置） 

第１１条 会長は、支援業務員が疾病、事故、休暇その他やむを得ない事情に

より不在となる場合に、協会の職員の中から、その職務を代行する者（以下

本条において「代行者」という。）をあらかじめ指定しておくものとする。 

２ 代行者は、支援業務員の不在時には会長から指示された支援業務の職務を

誠実に執行するものとする。 

３ 第９条の規定は代行者に準用する。 

 

第３章 交付金の額及び負担金の額の算定方法等 

（届出書の受付） 

第１２条 協会は、第一号基礎的電気通信役務の提供に係る第一種交付金及び

第一種負担金算定等規則（平成１４年総務省令第６４号。以下「第一号算定

等規則」という。）の規定に基づき第一種適格電気通信事業者、算定対象電気

通信事業者（第一号算定等規則第２３条に規定する「算定対象電気通信事業

者」をいう。以下同じ。）及び接続電気通信事業者等から提出された届出書及

び書類を事務所において受け付けるものとする。 

  

（交付金の額の算定） 

第１３条 協会は、第一種適格電気通信事業者から第一号算定等規則第６条及

び第７条の規定に基づく書類を受け付けた後、第一種交付金の額の算定を行

うものとする。 
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２ 前項の第一種交付金の額の算定は、第一号算定等規則第５条に定めるとこ

ろにより、これを行うものとする。 

（交付金に係る認可申請） 

第１４条 協会は、年度ごとに、第一種交付金の額を算定し、第一号算定等規

則第４条に定めるところにより、当該第一種交付金の額及び交付方法につい

て、年度経過後６月以内に総務大臣に対して認可申請を行うものとする。 

（公表） 

第１５条 協会は、前条の総務大臣の認可を受けたときは、電気通信事業法施

行規則（昭和６０年郵政省令第２５号。以下「施行規則」という。）第４０条

の８に定めるところにより、第一種交付金の額の公表を行うものとする。 

（交付金の交付） 

第１６条 協会は、総務大臣の認可を受けた第一種交付金の額及び交付方法に

より、当該第一種適格電気通信事業者に対し交付金の交付を行うものとする。 

（負担金に係る認可申請等） 

第１７条 協会は、年度ごとに、第一号算定等規則第２７条に定めるところに

より、第一種負担金の額を算定し、同規則第２８条に定めるところにより、

第一種負担金の額及び徴収方法について、年度経過後６月以内に総務大臣に

認可申請を行うものとする。 

２ 協会は、前項の第一種負担金の額の算定に用いる番号単価（第一号算定等

規則第２７条第１項に規定するものをいう。）を算定したときは、同条第３項

の規定に基づき、第一種適格電気通信事業者及び各接続電気通信事業者等（同

規則第２５条第１項各号に掲げる事項を記載した書類を協会に提出した場合

に限る。）にその旨を通知するほか、速やかに、事務所において公衆の見やす

いように掲示するとともに、インターネットを利用することにより、当該番

号単価が適用されてから５年間、これを公表する。 

（通知） 

第１８条 協会は、前条の総務大臣の認可を受けたときは、接続電気通信事業

者等に対して、その認可を受けた事項を記載した書面を添付して、納付すべ

き負担金の額、納付期限及び納付方法の通知を行うものとする。 

（会計監査人による確認） 

第１９条 協会は、第１３条の交付金の額及び第１７条の負担金の額を算定し

たとき、職業的に資格のある会計監査人の確認を受けるものとする。 

（督促） 

第２０条 協会は、接続電気通信事業者等が第１８条の規定により通知した負

担額を納付期限までに納付しないときは、法第１１０条第６項の規定に基づ
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いて、督促状によって、期限を指定して督促を行うものとする。 

（申立） 

第２１条 協会は、前条の規定により督促した接続電気通信事業者等が、その

指定の期限までにその督促に係る負担金及び延滞金（法第１１０条第５項規

定による延滞金をいう。）を納付しないときは、法第１１０条第７項の規定に

基づき総務大臣にその旨の申立てを行うものとする。 

（資料提出の請求） 

第２２条 協会は、支援業務を行うため必要があると認めるときは、法第１１

１条に定めるところにより、第一種適格電気通信事業者、算定対象電気通信

事業者及び接続電気通信事業者等並びに第二種適格電気通信事業者及び高速

度データ伝送役務提供事業者に対して、資料の提出を求めるものとする。 

（帳簿等の管理） 

第２３条 協会は、支援業務に関し、第一号算定等規則第３７条第１項各号に

掲げる事項を記載した帳簿及び第３４条第１項各号に掲げる書類（以下「帳

簿等」という。）を備え付ける。 

２ 前項の帳簿等は適正に管理し、記載の日から５年間保存する。ただし、第

３３条に規定する支援業務に係る会計帳簿等の保存期間については協会が別

に定める会計規程に定めるところによる。 

３ 前項の場合において、電磁的方法により作成した帳簿等は、電磁的記録媒

体により保存する。 

４ 第一号算定等規則の規定に基づき第一種適格電気通信事業者、算定対象電

気通信事業者及び接続電気通信事業者等、並びに総務大臣から提出された書

類等は、これらを受け付けた日から５年間保存する。 

 

第４章 支援業務諮問委員会 

（支援業務諮問委員会の設置等） 

第２４条 協会に、委員会を設置する。 

２ 委員会は、会長の諮問に応じ、次の各号に関する重要審議事項を調査審議

し、及びこれらに関し必要と認める意見を会長に述べるものとする。 

 (1) 第一種交付金の額及び交付方法、第一種負担金の額及び徴収方法 

 (2) 第二種交付金の額及び交付方法、第二種負担金の額及び徴収方法 

(3) その他支援業務に関すること 

 

（委員の任命及び解任） 

第２５条 委員会の委員は、電気通信事業者及び学識経験を有する者のうちか

ら、総務大臣の認可を受けて、会長が任命する。 

２ 委員が次の各号の一に該当するときは、会長は当該委員を解任することが
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できる。 

(1) 心身の故障のため、職務の執行に堪えられないと認められるとき

(2) 職務上の義務違反その他委員としてふさわしくない行為があるとき

（委員の任期） 

第２６条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠又は増員による委員の任

期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第２７条 委員会に、委員長１名及び副委員長１名を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により、会長が委嘱する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を統括する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときはそ

の職務を代行する。 

（議事） 

第２８条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができ

ない。 

２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員

長の決するところによる。 

（庶務） 

第２９条 委員会の庶務は、第一種支援業務室及び第二種支援業務室（専ら所

掌する業務に係る庶務に限る。）において行う。 

（委員会の運営方法） 

第３０条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、

委員会が別に定める支援業務諮問委員会運営規程による。 

第５章 役員 

（役員の選任及び解任） 

第３１条 協会は、定款に定めるところにより、協会の役員として理事及び監

事を置く。 

２ 役員は、定款に定めるところにより、総会でこれを選任する。 

３ 役員が次の各号の一に該当するときは、定款に定めるところにより、総会

の議決で当該役員を解任することができる。 

(1) 心身の故障のため、職務の執行に堪えられないと認められるとき

(2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき

４ 前２項により、役員を選任又は解任しようとするときは、第一号算定等規

則第３３条に定めるところにより、総務大臣に認可申請を行い、総務大臣の

認可を受けるものとする。 
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（役員の任期） 

第３２条 役員の任期は、定款に定めるところにより、２年とする。ただし、

補欠又は増員による役員の任期は、定款に定めるところにより、前任者又は

現任者の残存期間とする。 

２ 役員は、定款に定めるところにより、再任されることができる。 

 

第６章 会計 

（区分経理） 

第３３条 協会は支援業務の経理について、第一種支援業務及び第二種支援業

務に係る会計帳簿等をそれぞれ作成し、収入及び支出を勘定科目に従い明確

に区分して整理する。 

２ 前項に係る支援業務の経理は、支援業務以外の業務に係る経理と明確に区

分して整理する。 

 

  第７章 情報公開 

（支援業務に関する書類等の情報公開） 

第３４条 協会は、支援業務に関して、次の各号に掲げる書類を、インターネ

ットを利用することによりこれを公表する。 

 (1)  定款 

 (2)  役員名簿 

 (3)  社員名簿 

 (4)  委員会の委員名簿 

 (5)  支援業務報告書 

 (6)  正味財産増減報告書 

 (7)  貸借対照表 

 (8)  財産目録 

 (9)  収支計算書 

 (10) 事業計画書 

 (11) 収支予算書 

 (12) 委員会の議事概要 

（13）基礎的電気通信役務支援業務規程及び第３６条に規定する細則 

（14）支援業務諮問委員会運営規程 

（15）情報公開規程 

 (16) その他支援業務に関して参考となる資料 

２ 前項のほか、協会は、支援業務の運営の透明性を確保するため、会長が別

に定める情報公開規程により情報公開を行うとともに、支援業務の内容につ

いて広く社会の理解を得るよう努めるものとする。 
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第８章 雑則 

（役員等の秘密保持義務） 

第３５条 協会の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、支援業務に

関して知り得た秘密を漏らしてはならない。また、この情報を支援業務の用

に供する目的以外に利用してはならない。 

２ 前項の規定は、委員会の委員に準用する。 

（細則） 

第３６条 会長は、この規程に定めるもののほか、支援業務を実施するため必 

要な細則を定めることができる。 

２ 協会は、前項の細則を定めたときは、総務大臣に提出するものとする。細 

則を変更したときも同様とする。 

３ 前項の規定は、支援業務諮問委員会運営規程及び情報公開規程に準用する。 

附 則 

この規程は、平成１８年６月１日から施行する。 

附 則 

この改正規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正規程は、平成２８年７月４日から施行する。 

附 則 

この改正規程は、令和３年２月１日から施行する。 

 附則 

この改正規程は、令和７年２月１日から施行する。 
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